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(57)【要約】
　3次元(3D)集積回路(IC)(3DIC)内の調整可能なダイプ
レクサが開示される。一実施形態において、調整可能な
ダイプレクサは、ダイプレクサ内にバラクタまたは可変
インダクタのいずれか1つを提供することによって形成
され得る。バラクタまたは可変インダクタの可変的な性
質により、ダイプレクサにおけるノッチが同調されて、
所望の周波数で高調波を除去するように、また、通過帯
域の遮断周波数を制御するように帯域消去を選択するこ
とが可能となる。ダイプレクサの素子を3次元に積層す
ることによって、空間が節約され、様々なバラクタおよ
びインダクタを使用することができる。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　少なくとも1つのインダクタを含む第1の層と、
　前記少なくとも1つのインダクタに結合された少なくとも1つのバラクタを含む第2の層
とを含み、前記少なくとも1つのインダクタおよび前記少なくとも1つのバラクタが、調整
可能なダイプレクサを集合的に形成する、
3次元(3D)集積回路(IC)(3DIC)。
【請求項２】
　前記少なくとも1つのバラクタが、シリコンオンガラス(SOG)バラクタを含む、請求項1
に記載の3DIC。
【請求項３】
　前記少なくとも1つのインダクタが、ガラス貫通ビア(TGV)インダクタを含む、請求項1
に記載の3DIC。
【請求項４】
　前記少なくとも1つのインダクタおよび前記少なくとも1つのバラクタが、前記調整可能
なダイプレクサ内にローパス(LP)フィルタを含む、請求項1に記載の3DIC。
【請求項５】
　前記第1の層内の複数の第2のインダクタに結合された前記第2の層内に配置された第2の
バラクタをさらに含み、前記第2のバラクタおよび前記複数の第2のインダクタが、前記調
整可能なダイプレクサのLPフィルタを集合的に形成する、請求項1に記載の3DIC。
【請求項６】
　前記少なくとも1つのバラクタが、前記調整可能なダイプレクサ内のフィルタのノッチ
周波数を調整するように構成される、請求項1に記載の3DIC。
【請求項７】
　前記少なくとも1つのインダクタが、前記調整可能なダイプレクサ内のフィルタのため
の遮断周波数を制御するように構成される、請求項1に記載の3DIC。
【請求項８】
　半導体ダイに統合される、請求項1に記載の3DIC。
【請求項９】
　前記3DICが統合される、セットトップボックス、エンタテインメントユニット、ナビゲ
ーションデバイス、通信デバイス、固定位置データユニット、モバイル位置データユニッ
ト、モバイル電話、携帯電話、コンピュータ、ポータブルコンピュータ、デスクトップコ
ンピュータ、パーソナルデジタルアシスタント(PDA)、モニタ、コンピュータモニタ、テ
レビ、チューナ、ラジオ、衛星ラジオ、音楽プレーヤ、デジタル音楽プレーヤ、ポータブ
ル音楽プレーヤ、デジタルビデオプレーヤ、ビデオプレーヤ、デジタルビデオディスク(D
VD)プレーヤ、およびポータブルデジタルビデオプレーヤからなるグループから選択され
たデバイスをさらに含む、請求項1に記載の3DIC。
【請求項１０】
　調整可能なダイプレクサを形成する方法であって、
　3次元(3D)集積回路(IC)(3DIC)の第1の層にインダクタを形成するステップと、
　前記3DICの第2の層にバラクタを形成するステップと、
　前記インダクタおよび前記バラクタが、前記調整可能なダイプレクサのためのフィルタ
を形成するように、前記3DICにおいて前記バラクタを前記インダクタに電気的に結合する
ステップと
を含む、方法。
【請求項１１】
　前記バラクタを前記インダクタに電気的に結合するステップが、基板搬送を実施するス
テップと、金属と金属のボンディングを使用するステップとを含む、請求項10に記載の方
法。
【請求項１２】
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　前記バラクタを前記インダクタに電気的に結合するステップが、前記第2の層を前記第1
の層上にダイ積層するステップと、フリップチップバンプを使用するステップとを含む、
請求項10に記載の方法。
【請求項１３】
　前記インダクタを形成するステップが、ガラス貫通ビア(TGV)インダクタを形成するス
テップを含む、請求項10に記載の方法。
【請求項１４】
　前記第2の層に前記バラクタを形成するステップが、シリコンオンガラス(SOG)バラクタ
を形成するステップを含む、請求項10に記載の方法。
【請求項１５】
　誘導のための少なくとも1つの手段を含む第1の層と、
　前記誘導のための少なくとも1つの手段に結合された、可変静電容量を提供するための
少なくとも1つの手段を含む第2の層とを含み、前記誘導のための少なくとも1つの手段お
よび前記可変静電容量を提供するための少なくとも1つの手段が、調整可能なダイプレク
サを集合的に形成する
3次元(3D)集積回路(IC)(3DIC)。
【請求項１６】
　第1の周波数帯域を有する第1の信号を送受信するように構成された第1の周波数ポート
と、
　前記第1の周波数帯域とは別の第2の周波数帯域を有する第2の周波数信号を送受信する
ように構成された第2の周波数ポートと、
　アンテナポートと、
　前記第1の周波数ポートと前記アンテナポートとの間の、前記第1の周波数帯域内で信号
を通過させるように構成された第1のパスフィルタと、
　前記第2の周波数ポートと前記アンテナポートとの間の、前記第2の周波数帯域内で信号
を通過させるように構成された第2のパスフィルタと、
　バラクタおよび可変インダクタのうちの少なくとも1つを含み、前記第1の周波数ポート
と、前記第2の周波数ポートと、前記アンテナポートとのうちの少なくとも2つの間の、調
整可能なノッチ帯域を提供するように構成された少なくとも1つのノッチフィルタと
を含む、調整可能なダイプレクサ集積回路(IC)。
【請求項１７】
　前記バラクタが高Qバラクタを含み、Qが2GHzで100よりも大きいか、または100と等しい
、請求項16に記載の調整可能なダイプレクサ。
【請求項１８】
　前記インダクタが高Qインダクタを含み、Qが1GHzで30よりも大きいか、または30と等し
い、請求項16に記載の調整可能なダイプレクサ。
【請求項１９】
　前記ノッチフィルタが、前記第1の周波数帯域において前記信号の高調波を阻止するよ
うに構成される、請求項16に記載の調整可能なダイプレクサ。
【請求項２０】
　前記インダクタが、ガラス貫通ビア(TGV)インダクタを含む、請求項16に記載の調整可
能なダイプレクサ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
優先権の主張
　本出願は、その全体を参照することにより本明細書に組み込まれている、2013年5月6日
に出願した、「TUNABLE DIPLEXERS IN THREE-DIMENSIONAL (3D) INTEGRATED CIRCUITS (I
C) (3DIC) AND RELATED COMPONENTS AND METHODS」という表題の米国特許出願第13/887,5
68号の優先権を主張するものである。
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【０００２】
関連出願
　本出願は、その全体を参照することにより本明細書に組み込まれている、2013年1月11
日に出願した、「DIPLEXER DESIGN USING THROUGH GLASS VIA TECHNOLOGY」という表題の
米国仮特許出願第61/751,539号に関連するものである。
【０００３】
　本出願は、その全体を参照することによりやはり本明細書に組み込まれている‘539出
願の実用特許への変更、すなわち、2013年3月13日に出願した、「DIPLEXER DESIGN USING
 THROUGH GLASS VIA TECHNOLOGY」という表題の米国特許出願第13/798,733号にも関連す
るものである。
【０００４】
　本開示の技術は、一般に集積回路に関し、詳細には、集積回路におけるダイプレクサ構
成に関する。
【背景技術】
【０００５】
　ワイヤレス通信産業は、可能な限り広い帯域幅を消費者に提供するように努力し続けて
いる。この目的のために、多くのワイヤレスキャリアは、現世代通信にキャリアアグリゲ
ーション方針を採用している。すなわち、AT&T(登録商標)などのワイヤレスキャリアは、
特定の地域において2つの周波数帯域(たとえば、700MHzおよび2GHz)の権利を所有できる
。利用可能な帯域幅を最大にするために、ワイヤレスキャリアは、1つの通信ストリーム
に両方の周波数を同時に使用できる。これにより、エンドユーザに提供され得るデータ量
が増加するが、データを送信するのに使用される周波数の各々が、高調波周波数でノイズ
を生じさせるという問題がある。AT&Tの例では、700MHzの伝送は2.1GHzで高調波を引き起
こし、これは、2GHzの周波数でブロードキャストされるデータを干渉し得るものである。
そのような状況においては、ダイプレクサが、キャリアアグリゲーションシステムにおい
て搬送される信号を処理するのに役立ち得る。そのようなキャリアアグリゲーションシス
テムを使用するデバイス用のチップセットにおいて、高性能を確実にするように、ダイプ
レクサがアンテナとチューナ(または、無線周波数(RF)スイッチ)との間に挿入されるのが
通常である。通常、ダイプレクサ構成はインダクタとキャパシタとを含む。ダイプレクサ
は、クオリティ(Q)ファクタの高いインダクタおよびキャパシタを使用することによって
、高性能を達成できる。各構成要素の形状および方向を調整することによって実現するこ
とができる各構成要素間の電磁結合の低減によって、高性能ダイプレクサを実現すること
もできる。ダイプレクサの性能は、特定の周波数での挿入損失および阻止(たとえば、デ
シベル(dB)単位で表される数量)を測定することによって数量化することができる。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　高Qを実現するのに必要とされる材料が容易な製造プロセスに適さないことがあるので
、効率的且つ費用対効果の高い方法で高性能のダイプレクサを製造することには問題があ
る。ダイプレクサ内の様々な構成要素間の電磁結合を低減させ、一方、ダイプレクサを小
型化し、リソースを最も経済的に利用すると有利である。
【０００７】
　予め組み込まれた関連出願は、1つのワイヤレスキャリアに適したダイプレクサを製造
するいくつかの方法を提供する。しかしながら、ワイヤレスデバイス製造業者は、複数の
キャリアで動作するワイヤレスデバイスを製造することを望んでいるであろう。残念なが
ら、ワイヤレスキャリアは同一の周波数帯域では動作せず、周波数帯域の1つのセットで
動作するように最適化されたダイプレクサは、周波数帯域の異なるセットには適さないで
あろう。それゆえ、複数のキャリアアグリゲーション方式のために複数の周波数帯域で送
受信機が動作することを可能とする方法が必要である。
【課題を解決するための手段】
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【０００８】
　発明を実施するための形態において開示される実施形態は、3次元(3D)集積回路(IC)(3D
IC)内の調整可能なダイプレクサを備える。関連構成要素および方法も開示される。調整
可能なダイプレクサは、ダイプレクサ内にバラクタまたは可変インダクタのうちのいずれ
か1つを提供することによって形成され得る。バラクタまたは可変インダクタの可変的な
性質により、ダイプレクサにおけるノッチが同調されて、所望の周波数で高調波を除去す
るように、また、通過帯域の遮断周波数を制御するように帯域消去を選択することが可能
となる。ダイプレクサの素子を3次元に積層することによって、空間が節約され、様々な
バラクタおよびインダクタを使用することができる。第1の実施形態において、3DICは基
板搬送を介して作られる。第2の実施形態において、3DICはダイ積層プロセスを介して作
られる。
【０００９】
　一実施形態ではこの点に関して、3DICが開示される。3DICは、少なくとも1つのインダ
クタを含む第1の層を備える。3DICは、少なくとも1つのインダクタに結合された少なくと
も1つのバラクタを含む第2の層をさらに備え、少なくとも1つのインダクタおよび少なく
とも1つのバラクタは、調整可能なダイプレクサを集合的に形成する。
【００１０】
　別の実施形態において、調整可能なダイプレクサを形成する方法が開示される。方法は
、3DICの第1の層にインダクタを形成することを備える。方法は、3DICの第2の層にバラク
タを形成することをさらに備える。方法は、インダクタおよびバラクタが、調整可能なダ
イプレクサのためのフィルタを形成するように、3DICにおいてバラクタをインダクタに電
気的に結合することをさらに備える。
【００１１】
　別の実施形態において、3DICが開示される。3DICは、誘導(inducting)のための少なく
とも1つの手段を含む第1の層を備える。3DICは、誘導のための少なくとも1つの手段に結
合された、可変静電容量を提供するための少なくとも1つの手段を含む第2の層をさらに備
え、誘導のための少なくとも1つの手段および可変静電容量を提供するための少なくとも1
つの手段が、調整可能なダイプレクサを集合的に形成する。
【００１２】
　別の実施形態において、調整可能なダイプレクサICが開示される。調整可能なダイプレ
クサICは、第1の周波数帯域を有する第1の信号を送受信するように構成された第1の周波
数ポートを備える。調整可能なダイプレクサICは、第1の周波数帯域とは別の第2の周波数
帯域を有する第2の周波数信号を送受信するように構成された第2の周波数ポートをさらに
備える。調整可能なダイプレクサICは、アンテナポートをさらに備える。調整可能なダイ
プレクサICは、第1の周波数ポートとアンテナポートとの間の、第1の周波数帯域内で信号
を通過させるように構成された第1のパスフィルタをさらに備える。調整可能なダイプレ
クサICは、第2の周波数ポートとアンテナポートとの間の、第2の周波数帯域内で信号を通
過させるように構成された第2のパスフィルタをさらに備える。調整可能なダイプレクサI
Cは、バラクタおよび可変インダクタのうちの少なくとも1つを含み、第1の周波数ポート
と、第2の周波数ポートと、アンテナポートとのうちの少なくとも2つの間の、調整可能な
ノッチ帯域を提供するように構成された少なくとも1つのノッチフィルタをさらに備える
。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１Ａ】例示的な従来のダイプレクサの概略図である。
【図１Ｂ】図1Aのダイプレクサの典型的な周波数応答のグラフである。
【図１Ｃ】ダイプレクサを使用する例示的なチップセットの概略図である。
【図２Ａ】本開示の例示的な実施形態に従ったダイプレクサの概略図である。
【図２Ｂ】図2Aのダイプレクサの典型的な周波数応答のグラフである。
【図３】本開示の代替的な例示的な実施形態に従ったダイプレクサの概略図である。
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【図４】本開示の実施形態に従ったダイプレクサの組立ての間の3次元(3D)集積回路(IC)(
3DIC)の例示的な実施形態の概略側面図である。
【図５】本開示の実施形態に従った組立ての別の段階での3DICの概略側面図である。
【図６】本開示の実施形態のための例示的な製造プロセスを示すフローチャートである。
【図７】本開示の実施形態に従ったダイプレクサの組立てプロセスの第2の例示的な実施
形態の概略側面図である。
【図８】図2Aまたは図3のダイプレクサを備えることのできる、例示的なプロセッサベー
スのシステムのブロック図である。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
　次に図面を参照して、本開示のいくつかの例示的な実施形態が説明される。「例示的」
という用語は、本明細書において、「実施例、例または実例として役立つこと」を意味す
るように使用される。「例示的」なものとして本明細書において説明されるどの実施形態
も、他の実施形態と比較して好ましい、または有利であると必ずしも解釈する必要はない
。
【００１５】
　発明を実施するための形態において開示される実施形態は、3次元(3D)集積回路(IC)(3D
IC)内に調整可能なダイプレクサを備える。関連構成要素および方法も開示される。調整
可能なダイプレクサは、ダイプレクサ内にバラクタまたは可変インダクタのうちのいずれ
か1つを提供することによって形成され得る。バラクタまたは可変インダクタの可変的な
性質により、ダイプレクサにおけるノッチが同調されて、所望の周波数で高調波を除去す
るように、また、通過帯域の遮断周波数を制御するように帯域消去を選択することが可能
となる。ダイプレクサの素子を3次元に積層することによって、空間が節約され、様々な
バラクタおよびインダクタを使用することができる。第1の実施形態において、3DICは基
板搬送を介して作られる。第2の実施形態において、3DICはダイ積層プロセスを介して作
られる。
【００１６】
　可変インダクタまたはバラクタを有するダイプレクサを提供することによって、帯域消
去のノッチ周波数および通過帯域の遮断周波数は、ダイプレクサが複数のキャリアアグリ
ゲーションシステムで動作することができるように、期待通りに調整され得る。こうして
、たとえば、様々なワイヤレスキャリアのためのキャリアアグリゲーションシステムで動
作する携帯電話などのモバイル端末が製造され得る。
【００１７】
　3DIC内の調整可能なダイプレクサの例示的な実施形態を扱う前に、従来のダイプレクサ
の概要が、図1A～図1Cを参照して提供される。本開示の例示的な実施形態に従った調整可
能なダイプレクサの実施形態は、図2A以降を参照して始まる。
【００１８】
　この点に関して、図1Aは、第1のポート12、第2のポート14およびアンテナポート16を備
える従来のダイプレクサ10の概略図である。アース18への追加のポートが提供されてもよ
い。第1のポート12とアンテナポート16との間には、ハイパス(HP)フィルタ20がある。同
様に、第2のポート14とアンテナポート16との間には、ローパス(LP)フィルタ22がある。H
Pフィルタ20は、第1のHPキャパシタ24、第2のHPキャパシタ26、第3のHPキャパシタ28およ
びHPインダクタ30を備える。共に、第1のHPキャパシタ24およびHPインダクタ30は、HPフ
ィルタ20の高周波数を定める。さらに、第3のHPキャパシタ28およびHPインダクタ30は、
帯域消去のノッチ周波数を定める。第2のHPキャパシタ26は、通過帯域のための遮断周波
数の急峻性を定めるのに役立つ。本明細書において説明されるインダクタは、誘導のため
の手段として言及されることもあることに留意されたい。さらに、説明されるキャパシタ
は、静電容量を提供するための手段として本明細書において言及されることもあり、本明
細書において説明されるバラクタは、可変静電容量を提供するための手段として本明細書
において言及されることもある。
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【００１９】
　引き続き図1Aを参照すると、LPフィルタ22は、第1のLPインダクタ32、第2のLPインダク
タ34、第3のLPインダクタ36、およびLPキャパシタ38を備える。共に、第2のLPインダクタ
34およびLPキャパシタ38は、LPフィルタ22の低周波数を定める。さらに、第1のLPインダ
クタ32およびLPキャパシタ38は、帯域消去のノッチ周波数を定める。第3のLPインダクタ3
6は、通過帯域のための遮断周波数の急峻性を定めるのに役立つ。
【００２０】
　予め組み込まれた出願に従ったダイプレクサからの例示的な周波数応答のグラフ40が、
図1Bに提供される。容易に理解されるように、HPフィルタ20は、帯域消去44のために710M
Hzでノッチ42を有する。HP通過帯域46は、おおよそ1.710GHzで始まる。さらに、LPフィル
タ22は、帯域消去50のために2.130GHzでノッチ48を有する。LP通過帯域52は、約1.040GHz
で終わる。グラフ40は、予め組み込まれた出願において述べられた概念に従って製造され
たダイプレクサのための例示的な周波数応答を示すものであり、そのようなダイプレクサ
は、ただ1つのワイヤレスキャリアアグリゲーションシステムのために動作する。すなわ
ち、このダイプレクサは1つのキャリアのためには適切に動作できるが、第2のキャリアは
、不要な高調波を阻止するために、異なる周波数でのノッチを必要とし得る。このように
、複数のワイヤレスキャリアにわたってチップセットの利用を容易にし、また、複数のワ
イヤレスキャリアアグリゲーションシステムに適応可能なダイプレクサへのニーズが依然
としてある。
【００２１】
　完全性のために、ダイプレクサ10などのダイプレクサは、図1Cに示した送受信機用のチ
ップセット60内に配置され得ることを理解すべきである。チップセット60は、電力増幅器
62、デュプレクサ/フィルタ64、無線周波数(RF)スイッチモジュール66、パッシブコンバ
イナ68、受信機70、チューナ回路72(たとえば、第1のチューナ回路72Aおよび第2のチュー
ナ回路72B)、ダイプレクサ10、キャパシタ74、インダクタ76、アース端子78およびアンテ
ナ80を備える。電力増幅器62は、信号を伝送できるように特定の電力レベルに増幅する。
デュプレクサ/フィルタ64は、周波数、挿入損失、阻止、または他の同様のパラメータを
含む様々な異なるパラメータに応じて入出力信号をフィルタリングする。RFスイッチモジ
ュール66は、入力信号の一定の部分を選択して、チップセット60のその他の構成要素に伝
えることができる。パッシブコンバイナ68は、第1のチューナ回路72Aおよび第2のチュー
ナ回路72Bからの検出された電力を結合する。受信機70は、パッシブコンバイナ68からの
情報を処理して、チップセット60をさらに動作させるようにこの情報を使用する。チュー
ナ回路72は、チューナ、ポータブルデータ入力ターミナル(PDET)、およびハウスキーピン
グアナログ-デジタルコンバータ(HKADC)などの構成要素を備える。チューナ回路72は、ア
ンテナ80のインピーダンス同調(たとえば、電圧定在波比(VSWR)最適化)を実行してよい。
【００２２】
　図1Cに示すように、ダイプレクサ10は、チューナ回路72のチューナ構成要素と、キャパ
シタ74、インダクタ76およびアンテナ80との間にある。ダイプレクサ10は、チップセット
60に高いシステム性能を提供するように、アンテナ80とチューナ回路72との間に配置され
てもよい。ダイプレクサ10は、高帯域周波数と低帯域周波数の両方に対して周波数ドメイ
ン多重化も実行する。ダイプレクサ10が入力信号に対してダイプレクサ10の周波数多重化
機能を実行した後、ダイプレクサ10の出力が、キャパシタ74とインダクタ76とを含む任意
のLC(インダクタ/キャパシタ)ネットワークに送られる。LCネットワークは、必要に応じ
て、アンテナ80の追加のインピーダンス整合構成要素を構成してよい。その場合、特定の
周波数を有する信号がアンテナ80によって送受信される。
【００２３】
　本開示は、ダイプレクサ内に高Qの可変リアクタンス素子を導入することにより、複数
のワイヤレスキャリアアグリゲーションシステムにわたって使用可能なダイプレクサを提
供する。ダイプレクサ内の素子の静電容量またはインダクタンスを変化させることによっ
て、ノッチ周波数および遮断周波数は、特定のキャリアアグリゲーションシステムのニー
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ズに応えるように必要に応じて変化されてもよい。本開示は、チップセット内の面積を犠
牲にすることなく、不要な電力排出を生じさせることなく、また、素子間の望ましくない
寄生容量を生じさせることなく、高Qの素子を適切に提供する構造、方法および技法を提
供する。
【００２４】
　この点に関して、ダイプレクサ90の第1の実施形態が、図2Aに示してある。ダイプレク
サ90は、第1のポート92、第2のポート94およびアンテナポート96を備える。アース98への
追加のポートが提供されてもよい。第1のポート92とアンテナポート96との間には、可変H
Pフィルタ100がある。同様に、第2のポート94とアンテナポート96との間には、可変LPフ
ィルタ102がある。可変HPフィルタ100は、第1のHPバラクタ104、第2のHPバラクタ106、第
3のHPバラクタ108およびHPインダクタ110を備える。共に、第1のHPバラクタ104およびHP
インダクタ110は、可変HPフィルタ100の高周波数を定める。さらに、第3のHPバラクタ108
およびHPインダクタ110は、帯域消去のノッチ周波数を定める。第2のHPバラクタ106は、
通過帯域のための遮断周波数の急峻性を定めるのに役立つ。
【００２５】
　引き続き図2Aを参照すると、可変LPフィルタ102は、第1のLPインダクタ112、第2のLPイ
ンダクタ114、第3のLPインダクタ116およびLPバラクタ118を備える。共に、第2のLPイン
ダクタ114およびLPバラクタ118は、可変LPフィルタ102の低周波数を定める。さらに、第1
のLPインダクタ112およびLPバラクタ118は、帯域消去のノッチ周波数を定める。第3のLP
インダクタ116は、通過帯域のための遮断周波数の急峻性を定めるのに役立つ。
【００２６】
　引き続き図2Aを参照すると、インダクタ110、112、114および116は、一般に、ガラス貫
通ビア(TGV)インダクタとして、または、基板貫通ビア(TSV)インダクタを使用して形成さ
れ得る。TGVおよびTSVインダクタに関する詳細について、関心のある読者は、予め組み込
まれた出願に注意を向ける。TSVインダクタは、1GHzで、約30またはそれ以上のQを提供し
、TGVインダクタは、1GHzで、60よりも多いQを提供でき、および/または、2GHzで100より
も多いQを提供できる。このように、TGVインダクタは高Qインダクタンスを提供し、これ
により、複数のキャリアアグリゲーションシステムで動作するダイプレクサを実現するの
に必要とされるノッチおよび通過帯域の特性が提供される。例示的な実施形態において、
バラクタ104、106、108および118は、シリコンオンインシュレータ(SOI)バラクタであり
、特に検討された例示的な実施形態においては、バラクタはシリコンオンガラス(SOG)バ
ラクタである。実施可能なバラクタに関する詳細について、関心のある読者は「'DISTORT
ION-FREE' VARACTOR DIODE TOPOLOGIES FOR RF ADAPTIVITY」Buisman他著、Microwave Sy
mposium Digest、2005 IEEE MTT-S International、(著作権) 2005、IEEEを参照されたい
。Buisman他著の論文は、その全体を参照することにより本明細書に組み込まれる。
【００２７】
　この点に関して、図2Bは、ダイプレクサ90のための典型的な周波数応答のグラフ120を
示す。特に、ノッチ122および124は、バラクタ104、106、108および118に応じて、矢印12
6および128によりそれぞれ示されるように変化し得る。すなわち、バラクタ104、106、10
8および118の静電容量を変化させることによって、ノッチ122、124が移動でき、効果的に
帯域消去の周波数を変化させる。容量性素子すべてがバラクタ104、106、108および118と
して示されているが、容量性素子の一部分のみがバラクタを含むことが可能であることに
留意されたい。たとえば、バラクタ104および106は、非可変のキャパシタと交換されても
よい。この代用は実施可能であり、本開示の範囲内にあるが、バラクタ108、118のみを有
するダイプレクサの周波数応答は、4つのバラクタ104、106、108および118を有するもの
ほど最適でないであろう。
【００２８】
　バラクタ104、106、108および118がノッチ122、124を変化させるのに適しているが、本
開示はそれに制限されない。バラクタ104、106、108および118の代わりに、図3に良好に
示したように、むしろ可変インダクタが使用されてもよい。ダイプレクサ130が図3に示さ
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れる。ダイプレクサ130は、第1のポート132、第2のポート134およびアンテナポート136を
備える。アース138への追加のポートが提供されてもよい。第1のポート132とアンテナポ
ート136との間には、可変HPフィルタ140がある。同様に、第2のポート134とアンテナポー
ト136との間には、可変LPフィルタ142がある。HPフィルタ140は、第1のHPキャパシタ144
、第2のHPキャパシタ146、第3のHPキャパシタ148および可変HPインダクタ150を備える。
共に、第1のHPキャパシタ144および可変HPインダクタ150は、HPフィルタ140の高周波数を
定める。さらに、第3のHPキャパシタ148およびHPインダクタ150は、帯域消去のノッチ周
波数を定める。第2のHPキャパシタ146は、通過帯域のための遮断周波数の急峻性を定める
のに役立つ。
【００２９】
　引き続き図3を参照すると、可変LPフィルタ142は、第1の可変LPインダクタ152、第2の
可変LPインダクタ154、第3の可変LPインダクタ156およびLPキャパシタ158を備える。共に
、第2の可変LPインダクタ154およびLPキャパシタ158は、可変LPフィルタ142の低周波数を
定める。さらに、第1の可変LPインダクタ152およびLPキャパシタ158は、帯域消去のノッ
チ周波数を定める。第3の可変LPインダクタ156は、通過帯域のための遮断周波数の急峻性
を定めるのに役立つ。可変インダクタが使用されてもよいが、これらを使用すると、生産
効率と、ダイプレクサ90をポータブルデバイス用の最新のチップセットにおいて実行可能
とする省スペース特性との多くが排除されることを理解すべきである。さらに、図示しな
いが、誘導性素子と容量性素子の両方が同一の装置内で可変とすることができることに留
意すべきである。すなわち、バラクタおよび可変インダクタは、一部またはすべてのリア
クタンス素子のために同一のダイプレクサ内で使用できる。
【００３０】
　ダイプレクサ90または130などのダイプレクサを形成できる少なくとも2つの技法がある
。第1の技法は基板搬送であり(図4および図5に示す)、第2の技法はダイ積層プロセスを介
するものである(図7に示す)。この点に関して、図4は、基板搬送を介してダイプレクサ90
を生成する間の中間段階である、組み立てられていないダイプレクサ160の概略側面図を
示す。組み立てられていないダイプレクサ160は、第1の層162および第2の層164を有する
。第1の層162は、そこを通って形成された導電性素子168を有するガラス基板166を備える
ことができ、インダクタ110、112、114および116などの1つまたは複数のインダクタを形
成する。導電性素子168は、例示的な実施形態においては、TGV素子とすることができる。
基板が、ガラス基板166ではなくシリコンである場合、導電性素子168はTSV素子とするこ
とができる。
【００３１】
　引き続き図4を参照すると、第2の層164は、基板170と、1つまたは複数のバラクタをそ
の内部に有する活性領域172とを含むことができる。バラクタ174は、バラクタ104、106、
108および118とすることができる。上述のように、バラクタ174は、SOIまたはSOGバラク
タとすることができる。あるいは、バラクタは、SOIもしくはシリコンオンサファイア(SO
S)の切換え可能なキャパシタバンクまたはMEMS切換え可能なキャパシタバンクから形成さ
れてもよい。SOGバラクタが対象の周波数で最も高いQを有するが、他のバラクタが様々な
技術的制約に適していることもある。
【００３２】
　図4と図5との間の過程で、第2の層164は、矢印175によって明示されるように第1の層16
2の上に反転されて、余分な基板170は除去される。第2の層164内のバラクタ174を第1の層
162のインダクタに非常に近接して配置することによって、電力を排出する寄生容量が回
避され、また、追加の接続が回避され、これにより、ダイプレクサ内の素子のQがおおむ
ね改善される。さらに、ダイプレクサの全体の面積が削減されるので、絶えず小型化のプ
レッシャーに対処している回路設計者にとって、このダイプレクサはより魅力的となる。
【００３３】
　引き続き図5を参照すると、余分な基板170を除去した後、ウェハレベルチップスケール
パッケージ(WLCSP)ボールなどのコンタクト176を提供でき、組み立てられていないダイプ
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レクサ160はここで上述のダイプレクサ90と類似したダイプレクサ90Aとなる。必要であれ
ば、他のコンタクトが提供されてもよい。
【００３４】
　図5のダイプレクサ90Aを形成するプロセス180が、図6で説明される。まず、プロセス18
0は、第1の層162内の基板166にインダクタを形成することによって始まる(ブロック182)
。同時に、またはこれに続いて、半導体バラクタが第2の層164に形成される(ブロック184
)。第2の層164が第1の層162上へ反転され、そこに接合される(ブロック186)。余分な基板
170が第2の層164から除去される(ブロック188)。次いで、プロセス180は、バックエンド
オブライン(BEOL)処理を終了し、WLCSPボール(すなわち、コンタクト176)を提供する。
【００３５】
　プロセス180は適切なダイプレクサをもたらすが、ダイの積層など他のプロセスが使用
されてもよい。この点に関して、図7は、ダイを積層したダイプレクサ192の実例を提供す
る。ダイプレクサ192は、TGVインダクタなどのインダクタ形成するように、ガラス基板な
どの基板196と、その基板を通る導電性素子198を有する第1の層194を備える。ダイプレク
サ192はさらに、SOGバラクタ、SOIもしくはSOSの切換え可能なキャパシタバンクまたはME
MS切換え可能なキャパシタバンクなどの可変容量素子をその内部に有する第2の層200を備
える。第1の層194は、プリント回路板(PCB)に接続するためのマルチダイ積層を容易にす
るのに使用され得る、フリップチップバンプ202およびWLCSPボールなどのボール204によ
り、第2の層200に接合される。
【００３６】
　本明細書において開示される実施形態に従った3DIC内の調整可能なダイプレクサおよび
関連構成要素ならびに方法は、任意のプロセッサベースのデバイス内に提供されてもよく
、またはそこに統合されてもよい。実施例は、無制限に、セットトップボックス、エンタ
テインメントユニット、ナビゲーションデバイス、通信デバイス、固定位置データユニッ
ト、モバイル位置データユニット、モバイル電話、携帯電話、コンピュータ、ポータブル
コンピュータ、デスクトップコンピュータ、パーソナルデジタルアシスタント(PDA)、モ
ニタ、コンピュータモニタ、テレビ、チューナ、ラジオ、衛星ラジオ、音楽プレーヤ、デ
ジタル音楽プレーヤ、ポータブル音楽プレーヤ、デジタルビデオプレーヤ、ビデオプレー
ヤ、デジタルビデオディスク(DVD)プレーヤ、およびポータブルデジタルビデオプレーヤ
を備える。
【００３７】
　この点に関して、図8は、図2A、図3および図7に示したダイプレクサ90、90A、130、192
を使用できるプロセッサベースのシステム210の実施例を示す。ダイプレクサ90、90A、13
0、192は半導体ダイに組み込まれ、それ以外の場合は、そのようなプロセッサベースのシ
ステム210において使用され得る。この実施例において、プロセッサベースのシステム210
は、それぞれが1つまたは複数のプロセッサ214を備える1つまたは複数の中央処理装置(CP
U)212を備える。CPU212は、マスタデバイスとすることができる。CPU212は、一時的に記
憶されたデータに迅速にアクセスするために、プロセッサ214に結合されたキャッシュメ
モリ216を有することができる。CPU212は、システムバス218に結合され、プロセッサベー
スのシステム210内に含まれるマスタデバイスおよびスレーブデバイスに相互接続できる
。よく知られているように、CPU212は、システムバス218を介して、アドレス、制御およ
びデータ情報を交換することによって、これらの他のデバイスと通信する。たとえば、CP
U212は、スレーブデバイスの実施例として、バストランザクションリクエストをメモリコ
ントローラ220に伝達できる。図8に示していないが、複数のシステムバス218が提供され
てもよく、この場合、各システムバス218は異なるファブリックを構成する。
【００３８】
　他のマスタデバイスおよびスレーブデバイスが、システムバス218に接続されてもよい
。図8に示すように、これらのデバイスは、実施例として、メモリシステム222、1つまた
は複数の入力デバイス224、1つまたは複数の出力デバイス226、1つまたは複数のネットワ
ークインターフェースデバイス228、および1つまたは複数のディスプレイコントローラ23
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0を備えることができる。入力デバイス224は、これに限定されないが、入力キー、スイッ
チ、音声プロセッサ等を含む、任意のタイプの入力デバイスを備えることができる。出力
デバイス226は、これに限定されないが、音声、ビデオ、他の視覚インジケータ等を含む
、任意のタイプの出力デバイスを備えることができる。ネットワークインターフェースデ
バイス228は、ネットワーク232へのデータ、およびそこからのデータのやり取りを可能に
するように構成される任意のデバイスとすることができる。ネットワーク232は、これに
限定されないが、有線またはワイヤレスネットワーク、私設または公衆ネットワーク、ロ
ーカルエリアネットワーク(LAN)、ワイドローカルエリアネットワーク(WLAN)、およびイ
ンターネットを含む、任意のタイプのネットワークとすることができる。ネットワークイ
ンターフェースデバイス228は、任意のタイプの所望の通信プロトコルをサポートするよ
うに構成され得る。メモリシステム222は、1つまたは複数のメモリユニット234(0～N)を
含むことができる。
【００３９】
　CPU212はまた、システムバス218を介してディスプレイコントローラ230にアクセスし、
1つまたは複数のディスプレイ236に送られる情報を制御するように構成され得る。ディス
プレイコントローラ230は、表示すべき情報をディスプレイ236に適した形式に処理する1
つまたは複数のビデオプロセッサ238を介して、情報を、表示されるようにディスプレイ2
36に送る。ディスプレイ236は、これに限定されないが、陰極線管(CRT)、液晶ディスプレ
イ(LCD)、プラズマディスプレイ等を含む、任意のタイプのディスプレイを備えることが
できる。
【００４０】
　本明細書において開示される実施形態に関して説明された、様々な説明的な論理ブロッ
ク、モジュール、回路およびアルゴリズムは、電子ハードウェアとして、メモリまたは別
のコンピュータ可読媒体に記憶され、且つプロセッサまたは他の処理装置によって実行さ
れる命令として、または両方の組合せとして実施され得ることを、当業者はさらに理解す
るであろう。本明細書において説明されるアービタ、マスタデバイスおよびスレーブデバ
イスは、実施例として、任意の回路、ハードウェア構成要素、ICまたはICチップにおいて
使用され得る。本明細書において開示されるメモリは、任意のタイプおよびサイズのメモ
リとすることができ、また、任意のタイプの所望の情報を記憶するように構成され得る。
この互換性を明確に説明するために、様々な説明的な構成要素、ブロック、モジュール、
回路、およびステップが、全般にそれらの機能の観点で上述された。そのような機能がど
のように実施されるかは、特定の用途、設計上の選択、および/または、システム全体に
課された設計上の制約によって決まる。当業者は、各特定の用途に適した様々な方法で、
説明された機能を実施できるが、そのような実施の決定は、本開示の範囲からの逸脱を生
じさせるものと解釈すべきでない。
【００４１】
　本明細書において開示される実施形態に関して説明された、様々な説明的な論理ブロッ
ク、モジュールおよび回路は、本明細書において説明される機能を実施するように設計さ
れた、プロセッサ、デジタルシグナルプロセッサ(DSP)、特定用途向け集積回路(ASIC)、
フィールドプログラマブルゲートアレイ(FPGA)もしくは他のプログラム可能な論理デバイ
ス、ディスクリートなゲートもしくはトランジスタ論理、ディスクリートなハードウェア
構成要素、またはそれらの任意の組合せにより、実施または実行され得る。プロセッサは
、マイクロプロセッサとすることができるが、別の方法では、プロセッサは、任意の従来
のプロセッサ、コントローラ、マイクロコントローラ、またはステートマシンとすること
ができる。プロセッサはまた、処理装置の組合せとして、たとえば、マイクロプロセッサ
、複数のマイクロプロセッサ、DSPコアと関連した1つまたは複数のマイクロプロセッサ、
または任意の他のそのような構成と、DSPとの組合せとして実施され得る。
【００４２】
　本明細書において開示される実施形態は、ハードウェアにおいて、また、ハードウェア
に記憶された命令において具体化でき、さらに、たとえば、ランダムアクセスメモリ(RAM
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)、フラッシュメモリ、リードオンリメモリ(ROM)、電気的プログラマブルROM(EPROM)、電
気的消去可能プログラマブルROM(EEPROM)、レジスタ、ハードディスク、リムーバブルデ
ィスク、CD-ROM、または当分野で知られたコンピュータ可読媒体の任意の他の形態内に常
駐できる。例示的な記憶媒体はプロセッサに結合され、プロセッサはこの記憶媒体から情
報を読み出し、また、そこに情報を書き込むことができる。別の方法では、記憶媒体は、
プロセッサと一体化され得る。プロセッサおよび記憶媒体は、ASIC内に常駐できる。ASIC
は遠隔ステーションに常駐できる。別の方法では、プロセッサおよび記憶媒体は、ディス
クリートな構成要素として、遠隔ステーション、基地局またはサーバに常駐できる。
【００４３】
　本明細書における例示的な実施形態のいずれかで説明された作業手順は、実施例および
考察を提供するために説明されるものであることにも留意されたい。説明された作業は、
示された順序以外の多くの異なる順序で実施され得る。さらに、単一の作業手順において
説明された作業は、実際には多数の異なる手順で実施され得る。加えて、例示的な実施形
態において説明された1つまたは複数の作業手順は、組み合わせることができる。当業者
には容易に明らかとなるように、フローチャート図に示した作業手順は多くの様々な修正
を受けてもよいことを理解すべきである。情報および信号は、多種多様な技術および技法
のいずれかを使用して表され得ることも、当業者には理解されよう。たとえば、上記の説
明全体にわたって言及され得るデータ、命令、コマンド、情報、信号、ビット、シンボル
、およびチップは、電圧、電流、電磁波、磁場もしくは磁性粒子、光学場もしくは光学粒
子、またはそれらの任意の組合せによって表され得る。
【００４４】
　本開示の先の説明は、当業者が本開示を製造または使用することを可能にするために提
供されるものである。本開示に対する様々な修正形態が当業者には容易に明らかとなり、
本明細書において規定された包括的な原則は、本開示の精神および範囲から逸脱すること
なく、他の変形形態に適用され得る。それゆえ、本開示は、本明細書において説明される
実施例および設計に限定されることを意図しておらず、本明細書において開示される原則
および新規性の特徴と一致した最も広範な範囲を与えるものである。
【符号の説明】
【００４５】
　　10　ダイプレクサ
　　12　第1のポート
　　14　第2のポート
　　16　アンテナポート
　　18　アース
　　20　ハイパス(HP)フィルタ
　　22　ローパス(LP)フィルタ
　　24　第1のHPキャパシタ
　　26　第2のHPキャパシタ
　　28　第3のHPキャパシタ
　　30　HPインダクタ
　　32　第1のLPインダクタ
　　34　第2のLPインダクタ
　　36　第3のLPインダクタ
　　38　LPキャパシタ
　　40　グラフ
　　42　ノッチ
　　44　帯域消去
　　46　HP通過帯域
　　48　ノッチ
　　50　帯域消去
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　　52　LP通過帯域
　　60　チップセット
　　62　電力増幅器
　　64　デュプレクサ/フィルタ
　　66　無線周波数(RF)スイッチモジュール
　　68　パッシブコンバイナ
　　70　受信機
　　72　チューナ回路
　　72A　第1のチューナ回路
　　72B　第2のチューナ回路
　　74　キャパシタ
　　76　インダクタ
　　78　アース端子
　　80　アンテナ
　　90　ダイプレクサ
　　90A　ダイプレクサ
　　92　第1のポート
　　94　第2のポート
　　96　アンテナポート
　　98　アース
　　100　可変HPフィルタ
　　102　可変LPフィルタ
　　104　第1のHPバラクタ
　　106　第2のHPバラクタ
　　108　第3のHPバラクタ
　　110　HPインダクタ
　　112　第1のLPインダクタ
　　114　第2のLPインダクタ
　　116　第3のLPインダクタ
　　118　LPバラクタ
　　120　グラフ
　　122　ノッチ
　　124　ノッチ
　　126　矢印
　　128　矢印
　　130　ダイプレクサ
　　132　第1のポート
　　134　第2のポート
　　136　アンテナポート
　　138　アース
　　140　可変HPフィルタ
　　142　可変LPフィルタ
　　144　第1のHPキャパシタ
　　146　第2のHPキャパシタ
　　148　第3のHPキャパシタ
　　150　可変HPインダクタ
　　152　第1の可変LPインダクタ
　　154　第2の可変LPインダクタ
　　156　第3の可変LPインダクタ
　　158　LPキャパシタ
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　　160　ダイプレクサ
　　162　第1の層
　　164　第2の層
　　166　ガラス基板
　　168　導電性素子
　　170　基板
　　172　活性領域
　　174　バラクタ
　　175　矢印
　　176　コンタクト
　　192　ダイプレクサ
　　194　第1の層
　　196　基板
　　198　導電性素子
　　200　第2の層
　　202　フリップチップバンプ
　　204　ボール
　　210　プロセッサベースのシステム
　　212　中央処理装置(CPU)
　　214　プロセッサ
　　216　キャッシュメモリ
　　218　システムバス
　　220　メモリコントローラ
　　222　メモリシステム
　　224　入力デバイス
　　226　出力デバイス
　　228　ネットワークインターフェースデバイス
　　230　ディスプレイコントローラ
　　232　ネットワーク
　　234　メモリユニット
　　236　ディスプレイ
　　238　ビデオプロセッサ
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【手続補正書】
【提出日】平成27年6月30日(2015.6.30)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　少なくとも1つのインダクタを含む第1の層であって、前記少なくとも1つのインダクタ
が基板貫通ビアインダクタを含む、第1の層と、
　前記少なくとも1つのインダクタに結合された少なくとも1つのバラクタを含む第2の層
とを含み、前記少なくとも1つのインダクタおよび前記少なくとも1つのバラクタが、調整
可能なダイプレクサを集合的に形成する、
3次元(3D)集積回路(IC)(3DIC)。
【請求項２】
　前記少なくとも1つのバラクタが、ガラス基板上シリコン(SOG)バラクタを含む、請求項
1に記載の3DIC。
【請求項３】
　前記少なくとも1つの基板貫通ビアインダクタが、ガラス貫通ビア(TGV)インダクタを含
む、請求項1に記載の3DIC。
【請求項４】
　前記少なくとも1つのインダクタおよび前記少なくとも1つのバラクタが、前記調整可能
なダイプレクサ内にローパス(LP)フィルタを形成する、請求項1に記載の3DIC。
【請求項５】
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　前記第1の層内の複数の第2のインダクタに結合された前記第2の層内に配置された第2の
バラクタをさらに含み、前記第2のバラクタおよび前記複数の第2のインダクタが、前記調
整可能なダイプレクサのLPフィルタを集合的に形成する、請求項1に記載の3DIC。
【請求項６】
　前記少なくとも1つのバラクタが、前記調整可能なダイプレクサ内のフィルタのノッチ
周波数を調整するように構成される、請求項1に記載の3DIC。
【請求項７】
　前記少なくとも1つの基板貫通ビアインダクタが、前記調整可能なダイプレクサ内のフ
ィルタのための遮断周波数を制御するように構成される、請求項1に記載の3DIC。
【請求項８】
　半導体ダイに統合される、請求項1に記載の3DIC。
【請求項９】
　セットトップボックス、エンタテインメントユニット、ナビゲーションデバイス、通信
デバイス、固定位置データユニット、モバイル位置データユニット、モバイル電話、携帯
電話、コンピュータ、ポータブルコンピュータ、デスクトップコンピュータ、パーソナル
デジタルアシスタント(PDA)、モニタ、コンピュータモニタ、テレビ、チューナ、ラジオ
、衛星ラジオ、音楽プレーヤ、デジタル音楽プレーヤ、ポータブル音楽プレーヤ、デジタ
ルビデオプレーヤ、ビデオプレーヤ、デジタルビデオディスク(DVD)プレーヤ、およびポ
ータブルデジタルビデオプレーヤを備えるグループから選択されたデバイスに統合される
、請求項1に記載の3DIC。
【請求項１０】
　調整可能なダイプレクサを形成する方法であって、
　3次元(3D)集積回路(IC)(3DIC)の第1の層に基板貫通ビアインダクタを形成するステップ
と、
　前記3DICの第2の層にバラクタを形成するステップと、
　前記基板貫通ビアインダクタおよび前記バラクタが、前記調整可能なダイプレクサのた
めのフィルタを形成するように、前記3DICにおいて前記バラクタを前記基板貫通ビアイン
ダクタに電気的に結合するステップと
を含む、方法。
【請求項１１】
　前記バラクタを前記基板貫通ビアインダクタに電気的に結合するステップが、基板搬送
を実施するステップと、金属と金属のボンディングを使用するステップとを含む、請求項
10に記載の方法。
【請求項１２】
　前記バラクタを前記基板貫通ビアインダクタに電気的に結合するステップが、前記第2
の層を前記第1の層上にダイ積層するステップと、フリップチップバンプを使用するステ
ップとを含む、請求項10に記載の方法。
【請求項１３】
　前記基板貫通ビアインダクタを形成するステップが、ガラス貫通ビア(TGV)インダクタ
を形成するステップを含む、請求項10に記載の方法。
【請求項１４】
　前記第2の層に前記バラクタを形成するステップが、ガラス基板上シリコン(SOG)バラク
タを形成するステップを含む、請求項10に記載の方法。
【請求項１５】
　少なくとも1つの基板貫通ビアインダクタを含む第1の層と、
　前記少なくとも1つの基板貫通ビアインダクタに結合された、可変静電容量を提供する
ための少なくとも1つの手段を含む第2の層とを含み、前記少なくとも1つの基板貫通ビア
インダクタおよび前記可変静電容量を提供するための少なくとも1つの手段が、調整可能
なダイプレクサを集合的に形成する
3次元(3D)集積回路(IC)(3DIC)。
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【請求項１６】
　第1の周波数帯域を有する第1の信号を送受信するように構成された第1の周波数ポート
と、
　前記第1の周波数帯域とは別の第2の周波数帯域を有する第2の周波数信号を送受信する
ように構成された第2の周波数ポートと、
　アンテナポートと、
　前記第1の周波数ポートと前記アンテナポートとの間の、前記第1の周波数帯域内で信号
を通過させるように構成された第1のパスフィルタと、
　前記第2の周波数ポートと前記アンテナポートとの間の、前記第2の周波数帯域内で信号
を通過させるように構成された第2のパスフィルタと、
　バラクタおよび可変基板貫通ビアインダクタのうちの少なくとも1つを含み、前記第1の
周波数ポートと、前記第2の周波数ポートと、前記アンテナポートとのうちの少なくとも2
つの間の、調整可能なノッチ帯域を提供するように構成された少なくとも1つのノッチフ
ィルタと
を含む、調整可能なダイプレクサ集積回路(IC)。
【請求項１７】
　前記バラクタが高Qバラクタを含み、Qが2GHzで100よりも大きいか、または100と等しい
、請求項16に記載の調整可能なダイプレクサIC。
【請求項１８】
　前記可変基板貫通ビアインダクタが高Qインダクタを含み、Qが1GHzで30よりも大きいか
、または30と等しい、請求項16に記載の調整可能なダイプレクサIC。
【請求項１９】
　前記ノッチフィルタが、前記第1の周波数帯域において前記信号の高調波を阻止するよ
うに構成される、請求項16に記載の調整可能なダイプレクサIC。
【請求項２０】
　前記可変基板貫通ビアインダクタが、ガラス貫通ビア(TGV)インダクタを含む、請求項1
6に記載の調整可能なダイプレクサIC。
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